
第１回

「特別支援学校の教育環境に関する
検討委員会」

令和８年８月３１日（月）

1

資料５

池田支援学校

ひのみね支援学校

阿南支援学校ひわさ分校

国府支援学校

板野支援学校

阿南支援学校

池田支援学校美馬分校 視覚・聴覚支援学校

みなと高等学園

鴨島支援学校
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徳島県立特別支援学校 ９校２分校
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在籍児童
生徒数

対象障がい種別配置学部学校名番号

１８人視覚障がい
幼稚部、小学部、中学部
高等部、高等部専攻科

徳島視覚支援学校１

３１人聴覚障がい
幼稚部、小学部、中学部
高等部、高等部専攻科

徳島聴覚支援学校２

２４１人肢体不自由、病弱、知的障がい小学部、中学部、高等部板野支援学校３

３１５人知的障がい小学部、中学部、高等部国府支援学校４

１７人
肢体不自由、病弱、
知的障がい（R8～）

小学部、中学部、高等部鴨島支援学校５

４０人肢体不自由小学部、中学部、高等部ひのみね支援学校６

１４７人知的障がい小学部、中学部、高等部阿南支援学校７

２４人知的障がい小学部、中学部、高等部阿南支援学校ひわさ分校８

９４人知的障がい小学部、中学部、高等部池田支援学校９

２９人知的障がい高等部池田支援学校美馬分校１０

８２人
病弱で発達障がい
知的障がいで発達障がい

高等部みなと高等学園１１

令和８年５月１日時点

徳島県立特別支援学校一覧

合計 1,038人

病弱
肢体
不自由

知的
障がい

聴覚
障がい

視覚
障がい

〇徳島視覚支援学校1 

〇徳島聴覚支援学校2

〇〇〇板野支援学校3

〇国府支援学校4

〇〇〇
R8～

鴨島支援学校5

〇ひのみね支援学校6

〇阿南支援学校7

〇阿南支援学校ひわさ分校8

〇池田支援学校9

〇池田支援学校美馬分校10

〇※〇※みなと高等学園11

※発達障がいを伴うものに限る 4

対象とする障がい種別



県内全体の児童生徒数が減少する中、
特別支援学校の在籍児童生徒数は年々増加。

◆ 現状・課題①

○ 県内の全児童生徒数
（小・中学校、高等学校、特別支援学校）

H27:78,090人→R7:65,443人 約16%減少

○ 県立特別支援学校の児童生徒数

H27:967人→R7:1032人 約7%増加

○ 特に「知的障がい」の児童生徒の増加
5学校基本調査より

78090
76792

75554
74317

72804
71280

70125
69088

67888
66873

65443
63848

967
982 980

995
988

935 933
941

958

1021
1032 1038

880

900

920

940

960

980

1000

1020

1040

1060

58000

60000

62000

64000

66000

68000

70000

72000

74000

76000

78000

80000

H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8

県内小・中学校、高等学校、特別支援学校

在籍者数の推移

小中高特在籍者合計数 特別支援学校在籍者数

（人）

県立特別支援学校の在籍者数増加状況

（人）

（年度）

特別支援教育課調べ
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（年度）

（人）

在籍児童生徒数の推移

知的障がいの児童生徒の在籍者が増加

全体

知的障がい
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軽度知的障がい，発達障がい，
精神疾患等の児童生徒が増加

特別支援教育の充実について（文部科学省）
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全国的にも同様の傾向



池田支援学校

ひのみね支援学校

阿南支援学校
ひわさ分校

国府支援学校

板野支援学校

阿南支援学校

池田支援学校美馬分校 視覚・聴覚支援学校

みなと高等学園

H24～
旧日赤病院跡地に
開校

R2～
整備事業（新築、改修）に
よる受入人数拡大

これまでの知的障がい受入れ校の整備

H22
旧美馬商業高校
校舎内に開校

鴨島支援学校

R8～
対象障害種に
知的を付加

H22
本校化。
（高等部棟新築）

H22
・板野、国府、阿南を増築
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知的障がいを対象とする特別支援学校において
狭隘化が進行

知的障がい支援学校の在籍者数増加状況

年々増加している特別支援学校在籍児童生徒
数への更なる対応は？

○国府支援学校の改築・改修による
受入人数の拡大（５０人程度）

○鴨島支援学校における「知的障がい」のある
児童生徒の受入れ（令和８年４月～）



教員不足が深刻化
求められる教員の専門性向上と人材担保

◆ 現状・課題②

○ 特別支援学校教員採用候補者選考審査の受審状況
R2:63人→R8:32人 約50%減少

○ 特別支援学校教員における病休等の取得者数
R元：29人→R5:38人

○ 臨時的任用職員のなり手不足
正規採用増加による名簿登録者の減少
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（１） 特別支援教育の経験の浅い教員の増加に伴う
専門性の維持・担保に向けて

引き続き、「人材育成」および「人材確保」の取組は
重要。新たな一手とは？

○専門家チームと協働した、最新の研究知見に
基づいた研修

○特別支援教育アドバンスセミナー（希望研修）

教員の専門性の維持・向上と人材の確保

（２） 次世代教員の人材確保に向けて

○高校生を対象としたインターンシップの実施
○学校をサポートするボランティアの募集

特別支援学校においても教員不足が深刻化
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障がいの有無に関わらず、
可能な限り共に学ぶ「インクルーシブ教育」や
全ての人が活躍できる「共生社会」の推進

◆ 現状・課題③

○特別支援学校や特別支援学級等の特別な学びの場
に就学する児童生徒数が増加

徳島県教育支援委員会における審議件数の高止まり
H27:125件→R7:133件

○相互理解につながる「交流及び共同学習」を実施
①学校間交流 ②居住地校交流

○特別支援学校を軸とした「地域コミュニティ」を構築
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特別支援教育制度への転換

平成１９年４月：特別支援教育の本格的実施

○それまでの特殊教育から「一人一人の教育的ニーズ」に

応じる「特別支援教育」へ制度転換

○盲・聾・養護学校から特別支援学校へ

平成２４年７月：共生社会の形成に向けたインクルーシブ

教育システムの構築のための方向性を明示

○就学先決定の在り方

○合理的配慮、基礎的環境整備

○多様な学びの場の整備

○教職員の専門性向上 など
14
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引用：文部科学省（平成２４年）
「共生社会の形成に向けたインクルーシブ教育システム構築のための特別支援教育の推進」
（報告）参考資料４

日本の義務教育段階の多様な学びの場の連続性

同じ場で共に学ぶことを追求するとともに、個別の教育的ニーズのある児
童生徒に対して、 自立と社会参加を見据えて、その時点で教育的ニーズに
最も的確に応える指導を提供できる、多様で柔軟な仕組みを整備すること
が重要ある。小・中学校における通常の学級、通 級による指導、特別支援
学級、特別支援学校といった、連続性のある「多様な学びの場」を 用意し
ておくことが必要。

• 共生社会の実現は最重要課題

– 障がい者を含めて誰もが相互に尊重

– 多様な在り方を認め合う全員参加型社会

• そのためのインクルーシブ教育システム

– 同じ場で共に学ぶとともに

– 個別の教育ニーズに応じた教育の提供

共生社会をめざす方針が明確化
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徳島県の地域性等を考慮した今後のインクルーシブ
教育の展開は？ どのように進めていくべきか？



徳島県特別支援学校の教育環境に関する検討会議の提言

今後の教育環境の方向性

１ 科学的予測に基づいた戦略的な施設整備と既存ストックの活用

２ 次世代を担う人材の確保と「教員の専門性」を支える体制構築

３ 「交流」から「日常」への転換によるインクルーシブ教育の深化

（１）不確実性を踏まえた施設整備
（２）既存ストックの柔軟な転用
（３）地域差を考慮した適正配置

（１）多様な入職ルートの開拓
（２）ICT を活用した専門性の継承
（３）業務の精選とアウトソーシング

（１）交流の日常化
（２）共同学習へのステージアップ
（３）カリキュラム・マネージャーの配置検討
（４）地域一体型キャリア教育の展開

４ センター的機能を軸とし、「地域のダイバーシティ」を牽引
（１）小・中学校、高等学校等へのアウトリーチ強化
（２）地域の防災・コミュニティ拠点化

17

18

（１）不確実性を踏まえた施設整備
→特別支援学校の児童生徒数（知的障がい）は、
今後も増加傾向。2030年度には約6.8％増

→予測の不確実性を踏まえ、余裕のある施設整備を
検討すべき

（２）既存ストックの柔軟な転用
→近隣の空き校舎や公共施設等、既存ストックの積極的な
活用

（３）地域差を考慮した適正配置
→人口減少の影響が激しい県南部・西部とニーズが増加
する県央部の課題の違い

→地域の実情に即した配置の継続的な見直し

１ 科学的予測に基づいた戦略的な施設整備と既存ストックの活用



徳島県特別支援学校（知的障がい）生徒数の推移と予測
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今後も緩やかに増加する見込みだが不確実性も。
長期的には人口減少の影響が顕在化。

徳島県特別支援学校の教育環境に関する検討会議提言書（2026）

【県全体】

国府支援学校 板野支援学校

美馬分校池田支援学校

阿南支援学校 ひわさ分校

徳島県特別支援学校の教育環境に関する検討会議提言書（2026）

徳島県特別支援学校（知的障がい）生徒数の推移と予測

【学校別】
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県内各特別支援学校在籍者数の推移

増加が課題の学校と、減少が課題の学校がある

１ 科学的予測に基づいた戦略的な施設整備と既存ストックの活用

国府支援学校

板野支援学校

阿南支援学校
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２次世代を担う人材の確保と「教員の専門性」を支える体制構築

（１）多様な入職ルートの開拓
→インターンシップやボランティアの推進による
担い手の早期発掘

→特別支援学校の免許状の取得について
「猶予期間付き採用制度」の導入

（２）ICT を活用した専門性の継承
→多様化・高度化する教育ニーズへの対応
→VRによる障害疑似体験研修
→オンラインを活用した学校間ネットワークによる
事例共有

（３）業務の精選とアウトソーシング
→教師の本来業務以外の業務の洗い出し
→地域人材の活用や外部委託の推進
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令和７年９月２６日付け ７文科初第１４０４号 別添４「学校と教師の業務の３分類」 24



３「交流」から「日常」への転換による
インクルーシブ教育の深化

（１）交流の日常化
→通常の学級と特別支援学校をオンラインでつなぐ
→休み時間や給食時間等を共に過ごす「日常としての共生」

（２）共同学習へのステージアップ
→専門高校と特別支援学校の職業教育における連携
→目的を共有して助け合う「共同学習」

（３）カリキュラム・マネージャーの配置検討
→特別支援学校と小・中・高等学校が一体的に運営される
「インクルーシブな学校運営モデル」の創設

→両校の教育課程を調整する専門スタッフを配置

（４）地域一体型キャリア教育の展開
→地域住民が自然と訪れるカフェやコミュニティショップ
→農福連携や地域清掃を教育課程に取り込み 25

３「交流」から「日常」への転換による
インクルーシブ教育の深化
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地域一体型キャリア教育

インクルーシブな学校運営モデル事業について（文部科学省,2026年2月）



インクルーシブな学校運営モデル事業について（文部科学省,2026年2月） 27

インクルーシブな学校運営モデル事業 中間成果報告会資料（兵庫県教育委員会,2026年2月）28



インクルーシブな学校運営モデル事業 中間成果報告会資料（兵庫県教育委員会,2026年2月） 29

インクルーシブな学校運営モデル事業 中間成果報告会資料（兵庫県教育委員会,2026年2月）30



３「交流」から「日常」への転換による
インクルーシブ教育の深化
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「みまカフェ」や農福連携、清掃ボランティア等、
地域での交流や貢献による学びを拡大

地域一体型キャリア教育

32

４センター的機能を軸とし、「地域のダイバーシティ」を牽引

（１）小・中学校、高等学校等へのアウトリーチ強化
→特別支援学校の「センター的機能」を強化
→特別支援学校が地域全体のインクルーシブ教育の

コンサルタントとして機能する体制構築

（２）地域の防災・コミュニティ拠点化
→福祉施設・地域住民と合同の避難訓練
→地域住民が訪れることができるコミュニティ拠点
の機能



〇生涯スポーツの場〇「阿波おどり連」と交流

33
地域から「信頼され、必要とされる拠点」

４センター的機能を軸とし、「地域のダイバーシティ」を牽引

34地域の障がい者の避難所としての機能

○寄宿舎の

生活施設を活用

○炊き出しを提供

できる調理場

○災害時に備え、

非常用電源を整備

４センター的機能を軸とし、「地域のダイバーシティ」を牽引



意見交換
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事務連絡
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今後の予定

「特別支援学校の教育環境に関する検討委員会」
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８月３１日 第１回検討委員会

１２月24日 第２回検討委員会

２月頃 第３回検討委員会

第１回ワーキンググループ会議

第5回ワーキンググループ会議

第２回ワーキンググループ会議

第３回ワーキンググループ会議

第４回ワーキンググループ会議


